


　職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）の規定に基づく公共職業能力開発施設（国・都

道府県が職業訓練を行うために設置した施設）及び認定職業訓練施設（事業主等が職業訓練を行

うために設置した施設）で訓練指導に当たる者を職業訓練指導員といいます。これらの施設で訓

練を担当する指導員は「職業訓練指導員免許」を必要とします。

）照参ジーペ2：種職許免（。すで効有で国全は許免員導指練訓業職たれさ付交　

　ただし、次の各項のいずれかに該当する者は、免許を受けることができません。

・成年被後見人又は被補佐人

・禁錮以上の刑に処せられた者

・職業訓練指導員免許の取消しを受け、当該取消しの日から2年を経過しない者

（平成29年3月24日現在 123職種）

お住まいの都道府県庁
職業能力開発主管課窓口へ
（職業訓練指導員免許担当）
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※東京都内にお住まいの方

平成29年3月24日現在）

再交付等についてサイト　http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/ ）の〔職業能力開発〕→〔技能に関する資格から〕も
ダウンロードできます。

職業能力開発促進法施行規則別表第 11「学科試験の科目」及び「実技試験の科目」欄に示す科目を履
修したことを証明するもの（成績証明書、履修証明書など）です。申請する前に照合する必要があります
ので、必ず事前に担当窓口（４ページ参照）にご相談ください。
本人であること（氏名、生年月日、住所、顔写真）を公的に証するもの（運転免許証等）。あわせて、各証書、
証明書取得した時から氏名が変更された場合、氏名変更を証するもの（戸籍抄本、年金手帳等）。

注4）

東京都で交付された免許証については、再交付、証明書発行を行っております。必要な方は事前に担当窓
口（4ページ参照）にご確認ください。

本 人 を 証 明 す る
も の（注４）

職業能力開発総合
大学校修了者（長
期・短期養成課程、
職 種 転 換 課 程）
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　技能検定の1級・単一等級合格者を受験対象とした指導方法の試験は毎年実施しています。 

実技試験及び関連学科試験（系基礎学科・専攻学科）を行う職種はその年ごとに東京都で選定します。

身分証明書等⑥

長期養成課程の指導員養成訓練修了者

短期養成課程の指導員養成訓練修了者
（職業能力開発総合大学校の長が認める者）

免許職種に関し応用課程又は特定応用課程の高度職業訓練修了者

免許職種に関し専門課程又は特定専門課程の高度職業訓練修了者

合格と認められる科目
について免除
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（※1） （※1）

（※1）

（※1）一級大型自動車整備士、一級小型自動車整備士を含む。

電気事業法施行規則による第一種電気主任技術者、第二種電気主任技術者若しくは第三種電気主任技術者の免状を
有する者、エネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理士免状を有する者(エネルギー管理士の試
験及び免状の交付に関する規則第二十九条の表の試験区分の欄に掲げる電気分野専門区分のエネルギー管理士試
験に合格した者又は同規則別表第一の研修区分の欄に掲げる電気分野専門区分のエネルギー管理研修を修了した者
に限る。以下この項において同じ。)、建設業法施行令による電気工事施工管理の技術検定の合格証明書を有する者又
は電気工事士法による第一種電気工事士の免状を有する者

電気工事士法による第一種電気工事士の免状を有する者

電気事業法施行規則による第一種電気主任技術者、第二種電気主任技術者若しくは第三種電気主任技術者
の免状を有する者又はエネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理士免状を有する者

電　気　工　事　科

（電気工事）

電気事業法施行規則による第一種電気主任技術者、第二種電気主任技術者若しくは第三種電気主任技術者の免状
を有する者、航空機製造事業法施行規則の一部を改正する省令（昭和54年通商産業省令第52号。以下この項に
おいて「昭和５４年省令」という。)による改正前の航空機製造事業法施行規則による電気機器国家試験の合格証を
有する者又はエネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理士免状を有する者（エネルギー管理
士の試験及び免状の交付に関する規則第 29 条の表の試験区分の欄に掲げる電気分野専門区分のエネルギー管理
士試験に合格した者又は同規則別表第一の研修区分の欄に掲げる電気分野専門区分のエネルギー管理研修を修了
した者に限る。以下この項において同じ。）

免　許　職　種

令第７１号。以下この項において「昭和４８年省令」という。)による改正前の航空機製造事業法施行規則による電子機
器国家試験の合格証を有する者

自動車整備士技能検定規則による一級四輪自動車整備士、二級ガソリン自動車整備士、二級ジーゼル自動車整備
士、二級三輪自動車整備士又は自動車車体整備士の技能検定の合格証書を有する者（※1）

又は同規則別表第一の研修区分の欄に掲げる熱分野専門区分のエネルギー管理研修を修了した者に限る。以下こ
の項及びボイラー科の項において同じ。）

情報処理技術者試験規則の規定によるシステム監査技術者試験、アプリケーションエンジニア試験、ネットワークスペ
シャリスト試験若しくは第一種情報処理技術者試験又は情報処理技術者試験規則の一部を改正する省令（平成６年通商
産業省令第１号。以下この項において「平成６年省令」という。）による改正前の情報処理技術者試験規則による情報処理
システム監査技術者試験、特種情報処理技術者試験若しくはオンライン情報処理技術者試験の合格証書を有する者

 
電気事業法施行規則による第一種電気主任技術者、第二種電気主任技術者若しくは第三種電気主任技術者
の免状を有する者、昭和５４年省令による改正前の航空機製造事業法施行規則による電気機器国家試験の
合格証を有する者又はエネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理士免状を有する者

電気事業法施行規則による第一種電気主任技術者又は第二種電気主任技術者又は第三種電気主任技術者の免状を有する者

情報処理技術者試験規則の規定によるシステム監査技術者試験若しくはアプリケーションエンジニア試験又
は平成６年省令による改正前の情報処理技術者試験規則による情報処理システム監査技術者試験若しくは特
種情報処理技術者試験の合格証書を有する者
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3

かつ

かつ

かつ

（※1）

（※3）

（※3）

（※3）

必要な実務経験
年数（※4）

（11・12ページ別表3参照）（※2）

程度

（※1）
（※2）

（※3）

（※4）

短期課程の普通職業訓練のうち規則別表第４に掲げる科目に限ります。
「技能検定」とは、厚生労働省所管の職業能力開発促進法に基づく「技能検定」です。1級・単一等級技能検定合格者でも、対
応する職業訓練指導員免許職種がない職種では、受講資格が生じません。
「免許職種に関する学科を修めて」とは、職業能力開発促進法施行規則別表第11に掲げる科目に示すものを履修したこと
を指します。
「1級・単一等級技能検定合格者」以外の区分で受講の場合、免許職種に関する実務経験が必要となります。

①受講申請書

②履歴書（含実務経験証明書）

③写真（タテ4cm×ヨコ3cm、1枚）

④受講料（金額はお問い合わせください。）

⑤印鑑

⑥受講資格を証明する書類
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※なお、（２）による申請を希望される方は、厚生労働省の定めによる科目を履修してしなければなり

ません。申請する前に照合する必要がありますので、必ず事前に４ページの問い合わせ先にご相談

ください。

●工業 ●工業実習 ●農業 ●農業実習 ●水産 ●水産実習 ●商業 ●商業実習

●家庭 ●家庭実習 ●看護 ●看護実習 ●情報 ●情報実習 ●福祉 ●福祉実習

平成29年3月24日発行　登録番号（28）295

①長期養成課程の修了者
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印　　刷　株式会社謄栄社



※なお、（２）による申請を希望される方は、厚生労働省の定めによる科目を履修してしなければなり
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②短期養成課程の修了者（職業能力開発総合大学校の長が認める者に限る）

③職種転換課程の修了者

（１）職業能力開発総合大学校の特定の訓練課程を修了した者

印　　刷　株式会社謄栄社




